
       地域経営を担う集落営農組織の法人化                       

活動期間：平成２６年度～（継続中） 

○ 平成１９年当時、東青地域では品目横断的経営安定対策に対応し、１５ 
 の集落営農組織が設立。平成２５年度までに法人化したのは２組織のみ。 
○ 農地中間管理事業を契機として、集落営農組織の法人化と農地集積を  
 一体的に推進。法人設立準備委員会を立ち上げ、集落営農組織内の合意 
 形成や法人化後の経営計画・定款案の作成等を継続的に支援 
○ その結果、１０集落営農組織が法人化、旧蟹田町では６法人の経営面 
 積が地区水田面積の７割をカバーするなど取組が管内各地に波及 
 

具体的な成果 

１ 集落営農の法人化  
■平成２０年に法人化した(農)上小国ファー  
   ムを先行事例として、外ヶ浜町の５集落営  
   農組織が法人化  

２ 管内他地域への波及 

■青森市の(農)ますだて、(農)左堰、蓬田村 
 の(農)ごうさわ等４集落営農組織が法人化  
 （H26→H28） 
 ①集落営農組織の法人化 
   ２法人 → １０法人 

３ 農地中間管理事業による農地集積 
■平成２６年以降に法人化した組織はすべ 
 て農地中間管理事業を活用 
■外ヶ浜町の旧蟹田地区では設立された６  
 法人が、地区水田面積の７割をカバー 
 （H26→H28） 
 ①農地中間管理事業による農地集積 

   0ｈａ → 337ｈａ 
  

普及指導員の活動 

平成26年 
■外ヶ浜町５集落営農組織等で法人設立 
 準備委員会設置 
■先行事例に準じた法人化支援 
■外ヶ浜町では、集落営農組織の法人化と 
 農地集積、基盤整備事業に一体的に着手 

平成27年 
■周辺市町村の集落営農組織において法 
 人設立準備委員会設置 
■役員の自主性を尊重した合意形成 
■経営シミュレーション等に基づく経営計画 
 と定款案の作成 
■きめ細かな相談に基づく農地集積 
■税理士等専門家を活 
 用した法人設立・運営 
 支援 

平成28年 
■青森市後潟地区を 
 重点地域に設定 
■これまでのノウハウを基に、法人化の動 
 きが見えなかった後潟地区にてこ入れ 
■水稲直播栽培等の省力化技術や高収益 
 作物の導入について継続的に支援 

普及指導員だからできたこと 

・地域に密着し、農家の立場になって考え、  
 関係者で問題意識を共有 
・生産技術・農業経営を理解しているからこ  
 そ、専門家との橋渡し役が可能 
 

青森県 
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(農)左堰設立総会 

(農)ごうさわ設立総会 

青森県 

地域経営を担う集落営農組織の法人化 

 

活動期間：平成２６年度～（継続中） 

 

１．取組の背景 

平成 19年度から始まった品目横断的経営安定対策に対応するため、農業普

及振興室内にプロジェクトチームを設置し、短期集中的に認定農業者と集落

営農組織の育成に取り組んだ。特に、外ヶ浜町では役場や農協と密接な連携

の下、集落営農組織の設立と基盤整備事業に一体的に取り組み、７集落営農

組織が設立されたほか、管内全体では 15組織(H28.7現在 16組織)に増加し

た。 

しかし、法人化については平成 20 年 12 月に設立された農事組合法人上小

国ファーム、平成 25 年 11 月に設立された農事組合法人小橋にとどまってい

たため、平成 26年度からスタートした農地中間管理事業を契機として、集落

営農組織の法人化に取り組んだ。 

 

２．活動内容 

（１）集落営農組織内の合意形成 

法人設立準備委員会を設置し、集落

営農組織の役員を対象として、先行し

て取り組んでいる法人の組合長等を

講師とした勉強会を開催したほか、法

人化のメリット・デメリットや農事組

合法人の要件、農地中間管理事業の概

要等について説明し、役員間の合資形

成を図った。 

合意形成に当たっては、一方的に普

及指導員や関係機関が説明するので

はなく、準備委員会ごとに課題を与

え、次回の準備委員会まで役員内で話

し合い、方針を決定するよう働きかけ

たほか、一般の組合員に対する説明会

や個別の相談等については、役員が内

容を理解した上で組合員に説明し、普

及指導員等が内容を補足するように

した。 

（２）法人設立に向けた準備 

法人設立準備委員会では、部門別収

支や法人の税金等に係るシミュレー

ションを行い、交付金も含めてどの作

物が有利なのか、どの時点で投資すれ
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(農)ますだてによる乾田直播作業 

(農)上小国ファームの夏秋いちご 

ば消費税の還付が受けられるのかな

ど、法人化後の経営計画について具

体的な話合いを進めたほか、農事組

合法人の定款案をもとに、出資金の

額や納入方法、従事分量配当による

組合員への利益の配分方法、既存の

農業機械など法人への資産の引継、

地域集積協力金の活用方法等につい

て、旧集落営農組織の役員や関係機

関と幾度となく検討を重ねた。また、

不明な部分については、税理士等の

専門家から助言を得て、法人化に向け

た課題をひとつずつ解決していった。 

農地中間管理事業については、地区

の図面をもとに１筆ごとに所有者と

耕作者を整理し、事業実施地区の線引

きを行うとともに、経営移譲年金の受

給状況や登記の内容を確認しながら、

機構集積協力金の金額を試算し、組合

員に提示したほか、相続登記が未了で

事業を活用できない組合員等に対し

ては、役員や関係機関が個別に相談に

当たった。 

（３）法人設立後の対応 

法人を設立し、農地中間管理事業を活用して農地を集積したものの、法

人の経理や今後の経営展開等に不安を抱えていたことから、ほ場ごとの収

量差を利益配分に反映させる収入差プレミアム方式やパソコンを利用した

経理手法、作付計画や収支計画の作成など、法人設立初期の運営を継続的

に支援した。 

また、法人の収益を確保するため、水稲乾田直播や鉄コーティング湛水

直播等の省力・低コスト技術、大豆の高品質安定生産技術のほか、にんに

くやいちご、スイートコーン等高収益作物の導入について、実証ほの設置

や現地検討会の開催等により指導した。 

 

３．具体的な成果 

平成 26 年度は、平成 20 年度に法人化した(農)上小国ファームを先行事

例として、外ヶ浜町の４集落営農組織が法人化した。いずれも法人化と基

盤整備事業、農地中間管理事業に一体的に取り組んでおり、現在、(農)上

小国ファームを含む６法人の経営面積は、旧蟹田町の水田面積の７割を占

めるまでになった。 

平成 27年度は青森市の(農)ますだてと(農)左堰、外ヶ浜町の(農)外黒山

ファーム、蓬田村の(農)ごうさわが設立され、東青管内の 16集落営農組織

のうち 10組織が法人化するなど、法人設立に向けた動きが管内各地に波及 
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している。 

平成 26 年度以降に設立

された法人については、農

地中間管理事業の活用に

より、337ha(管内では約

500ha、県全体の 20％)の

農地を集積し、9,150万円

の地域集積協力金の交付

を受け農業機械を整備す

るなど、法人経営の体質強

化が図られた。 

 

４．農家等からの評価・コメント 
（外ヶ浜町 (農)上小国ファーム 工藤理事） 
県民局や役場、農協等関係機関の協力により、旧蟹田町のほぼ全域で、

集落営農組織の法人化と農地集積、基盤整備事業に一体的に取り組むこと

ができたが、当地域で初めてとなる上小国営農組合の設立と法人化は、普

及指導員なしではできなかった。 
（青森市 (農)左堰 工藤代表理事） 

左堰営農組合の設立時にお世話になった普及指導員が再び赴任し、集落

営農組織の法人化と農地中間管理事業による農地の集積に安心して取り組

むことができた。 

 

５．普及指導員のコメント 

（東青地域県民局地域農林水産部 総括主幹 長内明人）  

地域に密着し、農家の立場に立って考え、農家や関係機関と問題意識を共

有できたことが成果に結びついた。1 普及指導員の活動ではなく、普及組織と

して、集落営農組織の法人化や生産技術指導に取り組んだことも大きなポイ

ントである。個人的にも、集落営農組織と法人化にタイミング良く関わり、

成功体験を得ることができたのは、大きな財産である。 

 

６．現状・今後の展開等 

設立された法人の多くが、今後本格的な法人運営をスタートさせること

から、経理手法を習得させるとともに、５年後、10 年後を見据えた経営発

展方向について、法人内での話合いを継続する。 

特に、補助事業を活用した機械の導入を契機に、個々の構成員が所有す

る機械の整理合理化を進め、土地利用型作物のコスト低減を図る一方、新

規就農者や定年帰農者など多様な人材の確保に努めながら、高収益作物の

導入・拡大に取り組む。 

また、管内には法人化計画を有するものの、未だに動きの見えない集落

営農組織や転作組織が存在することから、関係機関との連携の下、重点地

区を設定し順次法人化と農地集積を進めていく。 

○東青地域における集落営農型法人一覧表 

市町村 法人･組織名 設立年月日 

青森市 

(農)小橋 平成 25年 11月 25日 

(農)ますだて 平成 27年 4月 6日 

(農)左堰 平成 27年 11月 11日 

外ヶ浜

町 

(農)上小国ファーム 平成 20年 12月 4日 

(農)大平ファーム 平成 27年 1月 22日 

(農)南青ファーム 平成 27年 1月 22日 

(農)中小国ファーム 平成 27年 1月 22日 

(農)ファクトリー下小国 平成 27年 2月 9日 

(農)外黒山ファーム 平成 28年 3月 9日 

蓬田村 (農)ごうさわ 平成 27年 11月 11日 
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